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研究要旨： 

○研究目的 

DPC/PDPS（診断群分類包括評価）は、日本の急性期入院医療における重要な評価制度であり、令

和 4 年 4 月時点で全国 1,764 病院が対象となり、急性期病床の約 85％を占めている。また、DPC デ

ータを提出する病院は 5,500 超にのぼり、回復期や慢性期医療にも評価が広がっている。DPC 制度は

2 年ごとに診断群分類の見直しを含めた改定が行われており、迅速なデータ解析が求められている。さ

らに、令和 4 年度からは健保法改正に伴い、DPC データと NDB・介護 DB の連結解析が開始され、令

和 6 年度からは共通ハッシュ ID を用いた個人単位での連結も可能となるなど、クラウド環境下での利

活用が進む。これらを踏まえ、①診断群分類の検証・見直しを含む DPC/PDPS の安定的な運用のた

めの研究、②DPC データを活用した入院医療の評価体系の検証に資する研究、③他データベースと

の連結を含む DPC データベースの適切な運用・活用に資する研究の３つを本研究の目的とした。令

和 6 年度は課題の明確化や新たなデータ提案、連結解析の検討などが行われ、令和 7 年度には具体

的な改定案や制度改善策の提案を目指す。 

○研究方法 

 本研究は、約 1300 病院と個別に契約を結び、過去 10 年分・約 8000 万例の DPC データを安全にク

ラウド上で処理・構築し、分析を行ったものである。必要に応じて第三者提供による集計や追加データ

の取得も実施された。①診断群分類の検証・見直しを含む DPC/PDPS の安定的な運用のための研究

では、令和 6 年度改定前データを用いて、臨床専門家の意見を取り入れつつ、改定の検証と令和 8 年

度改定に向けた具体的検討を進めた。CCP マトリックスの検証や医療機能の評価方法の見直しも行

い、次期改定に資する課題抽出を実施した。②DPC データを活用した入院医療の評価体系の検証に

資する研究では、急性期医療における DPC データを使った疫学的・質的評価や、回復期・慢性期の

医療資源投入や実績データの分析を実施。評価項目の見直しや、データ入力負荷への配慮などを含



め、データ精緻化に向けた検討を行った。これらの分析は、月 1 回の合同会議や分野別会議で保険

局と共有された。③他データベースとの連結を含む DPC データベースの適切な運用・活用に資する研

究では、令和 6 年度から導入された共通ハッシュ（ID5）を用いた NDB 等との連結解析の技術的課題

や安全性について、具体的な事例を元に検討。また、医療・介護データ解析基盤（HIC）での安全な利

用方法や、探索的利用のためのサンプリングデータセットの作成も行った。令和 7 年度は、これらの研

究成果をさらに発展させ、次期診療報酬改定やデータ連結の運用体制強化に向けた具体的提案を目

指す。 

○研究結果 

 昨年度までの研究に引き続き、パブリック・クラウドサービスを利用して研究班のウェブサイトを作成

し、1332 病院から 10 年間で延べ 8000 万人の暗号化された DPC 調査データファイルをデータベース

化した。 

①診断群分類の検証・見直しを含む DPC/PDPS の安定的な運用のための研究では、ICD-10 から

ICD-11への移行に伴い、DPC/PDPS制度への影響が懸念されている。ICD-11は構造が異なるため、

病院だけでなくシステムベンダーや審査支払機関にも広範な対応が求められる。本研究では、定義テ

ーブルへの影響を検討し、上位 10 分類での置き換えに問題がないことを確認したが、詳細な様式 1

対応には課題が残る。また、DPC データの大規模化に対応するため、クラウド環境を活用し、分析に適

したデータセットを整備し、効率的な研究基盤の構築を図った。 

②DPC データを活用した入院医療の評価体系の検証に資する研究では、医療の質と効率性に関する

評価および臨床疫学研究を多角的に実施した。DPC は急性期入院患者の半数以上をカバーする大

規模データベースで、全国的な医療実態の把握に有効である。まず、DPC データを用いた医療評価

では、様々な診療領域での治療効果や医療資源活用が検討された。例えば、頭蓋内動脈解離がある

と血栓溶解療法後のリスクが上昇し、ロタウイルスワクチンの接種率上昇は全年齢層で胃腸炎入院の

減少と関連した。また、消化器外科での癒着防止材の効果や、抗菌薬適正使用の課題も示された。高

齢者肺炎や誤嚥性肺炎では、ホスピタリストや早期リハビリ導入が入院期間の短縮に貢献していた。

DPC を用いた臨床疫学研究では、2024 年に 31 本の英文原著論文が発表され、日常臨床の改善に資

するエビデンスが蓄積された。特に関節リウマチにおける MTX の有害事象については、全国規模での

調査が行われ、死亡リスク因子として高齢、腎疾患、低 BMI などが明らかとなった。さらに、COVID-19

の影響下での大腸癌治療の変化も検証され、早期がんの診療が一時的に減少する一方、進行癌手

術は維持されていた。寄生虫症に関する全国疫学も実施され、地域ごとの分布差が感染経路に由来

する可能性が示唆された。高齢女性の股関節骨折においては、低栄養が肺炎や死亡のリスク、ADL

回復の妨げになることが分かり、栄養管理とリハビリの重要性が確認された。高齢子宮頸癌患者では加

齢により手術選択が減り放射線治療が増加しており、全身状態に応じた治療選択の必要性が強調さ

れた。また、早期子宮体癌では、手術件数の多い施設で合併症が少ない傾向があり、手術の集約化

が安全性と効率性の向上につながると示された。 

③他データベースとの連結を含む DPC データベースの適切な運用・活用に資する研究では、データの

利活用促進を目的としたセミナーが実施され、延べ 300 人が受講した。BI ツールを用いた実習やマス

ターコードの整備を通じて、医療の質向上や医療機関の役割明確化に寄与した。次に、高齢者の在宅

医療・施設介護の導入や緊急入院時の特徴を比較した研究では、自宅群は男性やがん、併存疾患が

多く、施設群は女性や認知症、要介護度が高いことが明らかとなった。また、認知症を併存する高齢入

院患者では、誤嚥性肺炎等の疾患で不適切な臨床アウトカムが認められ、在院日数や医療費が増加



する傾向があった。さらに、日本では正常分娩が保険適用外であるが、欧州諸国と比較し医療費は同

水準であるものの、在院日数は長い。正常分娩の保険適用に向けては、都市と地方の格差や在院日

数の是正が課題とされる。 

○結論 

本研究は令和 6～7 年度の 2 年間で行われ、令和 8 年度以降の診療報酬改定における DPC 制度

の見直しに反映される見込みである。成果として、診断群分類の統合・精緻化やコード体系整備の検

討が進められた。また、病院情報の公表に関しては医療の質評価項目の追加も視野に入れられた。

ICD-11 対応に向けては、標準病名マスターの再整備と多対多対応のコーディングツールの必要性が

指摘された。人的資源を踏まえた地域医療機能の評価も提案された。さらに、DPC データと他データ

ベースの連結解析に伴う個人情報保護の課題や、安全なデータ提供手法についても検討が行われ

た。本研究は、DPC 制度の基盤強化と医療の質向上、臨床疫学の発展に資する成果を示した。 

 

 

A．研究目的 

 DPC/PDPSの対象病院は、令和４年４月時点で

1,764病院、急性期一般入院基本料等に該当する

病床の約85％を占め、わが国における急性期入院

医療の評価体系として不可欠な役割を果たしている。

また、DPCデータの提出を行う病院は令和４年度７

月１日時点で5,500を超え、DPCデータによる入院医

療の評価が期待される病床は、DPC/PDPSの対象と

なる急性期病床だけなく、回復期から慢性期病床ま

で及んでいる。 

 入院医療における診療報酬制度のうちDPC/PDPS

については、包括評価の前提となる診断群分類の

作成・見直しを含め２年毎に改定を行っており、改定

による影響評価も含め、迅速な解析が求められる。

また、地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション

病棟を代表とする回復期入院医療や、療養病床に

おける慢性期入院医療においても医療機能やアウト

カム等による実績評価を組み込んだ診療報酬体系

が構築されており、更なる評価の適正化に向けた

DPCデータの活用が期待されている。 

 さらに、改正健保法の施行により、令和４年度には

DPCデータベースとNDB・介護DBとの連結解析が

開始となっており、令和６年度からは個人単位の被

保険者番号から生成する共通ハッシュ（ID5）を活用

した連結解析が可能になり、今後はNDB等と同様に

クラウド環境下でのデータ提供が期待されるなど、

DPCデータベースの適切な運用及び更なる活用に

資するよう、技術的な問題の抽出、解決策の検討な

どを迅速に行う必要がある。 

 以上を踏まえ、以下の3つの目的を設定した。 

(1) 診断群分類の検証・見直しを含むDPC/PDPSの

安定的な運用のための研究 

(2) DPCデータを活用した入院医療の評価体系の

検証に資する研究 

(3) 他データベースとの連結を含むDPCデータベ

ースの適切な運用・活用に資する研究 

 令和４年～５年度は、先行研究である、令和４年度

採択厚生労働科学研究費補助金による研究課題

「DPC制度の適切な運用及びDPCデータの活用に

資する研究」において、DPC/PDPSを含む入院医療

の評価体系に係る令和６年度診療報酬改定に向け

た検討等を行ってきた。本研究では、令和６年度診

療報酬改定における影響を含めた令和６年度以降

の医療実態も踏まえ、次期診療報酬改定に向けた

検討を行う。 

令和6年度は、（１）については、令和6年度版診

断群分類点数表に関する検討を進め、その課題等

を明らかとすることを目標とした。（２）については、

DPCデータ活用事例を収集し、新たに必要なデー

タ等の提案を行うことを目標とした。（３）については、

データ連結やデータ活用にかかる課題や審査事例

の検討を行うこととした。 

 令和7年度は、（１）については、それまでの検討に

基づいた具体的な診断群分類点数表の改定案作



成を目標とする。（２）については、中医協での議論

や診療報酬改定に対応したDPCデータの修正案の

提案等を目標とする。(3)については、データ連結に

関する課題の検討を進め、データ利活用推進に資

する施策を提案することを目標とする。 

 B．研究方法 

 昨年度までの研究に引き続き、1300病院程度の病

院から個別にデータ保護管理義務契約を結んだ上

でDPCデータを収集し、パブリック・クラウドサービス

を利用して安全かつ効率的にデータ処理を行い、

過去10年分程度のデータを含めて8000万例規模の

大規模データベースを構築して研究を進めた。必要

に応じて第三者提供による申請による集計表の取

得やその他必要なデータを収集して研究を進めた。 

 (1) 診断群分類の検証・見直しを含むDPC/PDPS

の安定的な運用のための研究（石川、阿南、桵澤、

池田、松田） 

 令和６年度においては、使用可能な令和６年度改

定前のデータを用いて分析を進め、臨床分野の専

門家の意見等も踏まえながら、令和６年度における

DPC/PDPSの改定の検証と令和８年度の診療報酬

改定に向けた具体的な検討を行った。 

 (2) DPCデータを活用した入院医療の評価体系の

検証に資する研究（伏見、石川、今中、阿南、康永、

桵澤、池田、松田） 

 急性期については、DPCデータを用いた疫学的

研究や入院データ、外来データを用いた入院医療

への評価を行う。また、質評価指標（QI）等を活用し

た入院医療の評価のあり方について、DPCデータに

よる分析・検証を行った。回復期、慢性期入院医療

においては、現行のDPCデータで評価可能な医療

資源投入量の差異や実績データ等について、令和

６年度診療報酬改定の結果を踏まえた検証を行っ

た。また、データの入力負荷なども考慮しつつ、更

なる入院医療の評価体系の精緻化に資するデータ

項目について検討を行った。 

 上記分析、検討について、先行研究と同様、保険

局医療課と主要な研究者で定期的に１か月に１回

程度の合同班会議を開催するほか、不定期に保険

局医療課と主要な研究者での研究内容に応じた分

野別会議を、研究課題横断的に行った。 

 (3) 他データベースとの連結を含むDPCデータベ

ースの適切な運用・活用に資する研究 （伏見、石川、

今中、桵澤、堀口） 

 本課題に対しては、厚生労働省で行われる匿名

医療情報等の提供に関する専門委員会における検

討課題等について、個別の第三者提供申請におい

て厚生労働省が対応することとなる個別の技術的な

課題も踏まえつつ、情報収集を行い、専門的、技術

的立場から対応方法などを検討した。 

令和6年度は、（１）については、CCPマトリックスに

係る方法論の検証や個別の診断群分類の見直しに

向けた検証を行うほか、最新の診療実態を踏まえた

医療機能の評価のあり方について検討を行った。ま

た、活用可能な診療報酬改定前データを用いて具

体的な課題を抽出し、次期診療報酬改定に資する

よう検討を行った。 

 （２）については、それぞれの病床機能に見合った

データとそれによる評価のあり方について検討を行

った。回復期や慢性期の入院医療の評価を行うに

あたってデータ構造に関する技術的課題や評価項

目、それらによる評価の精緻化に向けた検討を行っ

た。診療報酬改定前のデータを用いて課題の抽出

を中心に行った。 

 （３）については、令和６年度から個人単位の被保

険者番号から生成する共通ハッシュ（ID5）を用いた

DPCデータベースとNDB等のデータベースの連結

解析が開始されることから、令和６年度以降に開始

する他データベースとの連結解析体制において生

じる安全性も含めた技術的課題について、具体的な

事例も踏まえ対応方法を検討した。更に、医療・介

護データ等の解析基盤（HIC）の利用に関する安全

性等の技術的課題の整理や探索的利用環境にお

けるDPCデータのサンプリングデータセットの作成等

についても検討を行った。  

令和7年度は、（１）については、前年度の分析を

進め、次期診療報酬改定に向けた具体的な検討を

行う。（２）については、前年度の検討を踏まえたより

具体的な検討を行う。（３）については、令和６年度

から開始される個人単位の被保険者番号から生成



する共通ハッシュ（ID5）を用いたDPCデータベース

とNDB等のデータベースの連結解析等の情報を収

集し、今後の方向性等に関する検討を行う。 

C．研究結果 

 昨年度までの研究に引き続き、パブリック・クラウド

サービスを利用して研究班ホームページを作成し、

1332 病院から 10 年間で延べ 8,000 万人の暗号化

した DPC 調査データファイルを安全かつ効率的に

データベース化して研究を進めた。 

①診断群分類の検証・見直しを含む DPC/PDPS の

安定的な運用のための研究 

１．近年予想されるICD-10からICD-11への傷病分

類定義置き換えにおける課題について 

 2022年1月にWHOが発効させたICD-11の普及に

向けて、わが国でも日本語化等の作業が急がれて

おり、現在DPC/PDPS制度ではその傷病名の定義

をICD-10で行っているが、近い将来ICD-11への改

定（切り替え）が予想される。ICD-11は、その特徴と

して多方面での活用が期待されているものの、

ICD-10と比較すると構造も異なっており、改定時に

はDPC/PDPS制度を中心として、広範囲に問題が

発生することが予想されている。また、その影響は

病院だけではなく、システムを提供するシステムベ

ンダーや審査支払機関等の立場からも無視出来な

いものがある。したがって、事前にどのような課題の

発生が予想され、どのように対処していくのかという

ことをそれぞれの立場や視点からも検討していくこと

が重要である。本研究では、ICD-10とICD-11の特

徴を比較してDPC/PDPS定義テーブルに与える影

響とシステムベンダーや審査支払機関の立場から

現時点での対応状況等を調査検討した。なお、特

にシステムベンダーに対しては改めてDPC制度及

びICD-11の特徴等の理解を深めるために研修会

やディスカッションの機会を設けて情報共有も図っ

た。一方、DPC定義テーブルに規定されている

ICD-10コードをICD-11に置き換える試みをMDC上

位10分類について行い、定義テーブルレベルでの

置き換えは特段の問題はないことを確認したが、よ

り詳細なコーディングが求められる様式1への対応

については、エクステンションコードの扱い等に課

題を残した。 

２．DPC分析用データセットの作成・開発について 

本研究班において、収集したDPCデータは、デ

ータセットの量が大きく、一般的な研究者が保有す

る分析環境（コンピュータの能力やデータを保管す

るストレージの量等）では処理が行えない状況とな

っている。また、その膨大なデータのうち、矛盾する

レコードや、研究で使用するには留意が必要なデ

ータも混じっている。 

 そこで、いくつかのデータ処理を行うことによっ

て、データを分析可能なものに絞り込み、さらに分

析に必要な様々な処理を加えてデータセットを作成

し、さまざまな研究が実施しやすい環境を構築する

ことを行った。 

本研究において収集するDPCデータは、データ

量が膨大であるため、クラウドサービスを利用して効

率的なシステム構築と運用を進めた。従来の仕組

みでは数千万円以上と見込まれる運用コストを年間

1500万円程度に抑え、効率的に研究を進めた。 

②DPCデータを活用した入院医療の評価体系の検

証に資する研究 

１．DPCデータを活用した医療の質・効率性の評価 

 DPCデータを活用し、医療の質や効率性に関連し

た医療の評価に資する分析を行う。全国規模に収

集されたDPCデータによる分析を行った。 

【頭蓋内動脈解離とrt-PA】静脈内血栓溶解療法に

際し頭蓋内動脈解離の存在は、頭蓋内出血のリス

ク増加および退院時の機能的自立度の可能性低

下と関連していた。 

【手縫い吻合と器械吻合】消化器外科手術における

消化管吻合法では、手縫い吻合に比べ器械吻合

が多く実施されていた。これらの吻合法のアウトカム

はそれぞれに特徴がみられた。 

【ロタウイルスワクチン】乳児ロタウイルスワクチン接

種率が高くなると、全年代における胃腸炎入院の減

少と関連することが示された。 

【消化器手術における癒着防止剤】腹部消化器外

科手術において癒癒着防止材の癒着性腸閉塞予

防効果が示唆された。 

【耐性菌とカルバペネム】カルバペネム系抗菌薬使



用前の適切な検査実施割合が低かった。またこの

耐性菌は報告義務とされるが、DPCデータ内での

病名としての登録は想定より少なかった。 

【急性胆嚢炎のドレナージVSステント留置】待機的

胆嚢摘出手術に先立つ経皮的ドレナージに比べ、

内視鏡的胆嚢ステント留置後では、胆嚢摘出術後

の合併症が高い可能性が示された。 

【1型糖尿病でのSGLT2阻害薬】SGLT2阻害薬を使

用した1型糖尿病患者で、DKAによる入院の発生率

の増加は見られず、入院治療の発生率は減少して

いた。 

【腹部大動脈瘤のステント】破裂性腹部大動脈瘤に

対し、開腹手術と比べてステントグラフト内挿術は、

院内死亡率の低下と入院期間の短縮がみられた。 

【誤嚥性肺炎に対するホスピタリスト】誤嚥性肺炎患

者に対するホスピタリストの評価モデルを開発し、解

析データでは入院期間の短縮が示された。 

【ICUにおける早期リハ加算の導入】ICUに対する早

期離床・リハビリテーション加算が新設されることに

より、その実施割合は増加した。アウトカムの有意な

変化は観察されなかった。 

【高齢者肺炎症例における広域抗菌薬使用】医療

施設ごとの広域抗菌薬使用を平滑化OE比で評価

し、医療の質向上に貢献するモデルを提示した。 

【病院のQI】DPCデータベースを用いた医療の質指

標の算出を病院ごとに行い、全国での病院間比較

を実施した。 

全国規模のDPCデータを用い、患者のリスク、診

療、あるいは診療報酬の変化など、さまざまな視点

から医療の質や効率性に関連する医療の評価に資

する分析を行った。 

２．DPCデータを用いた臨床疫学研究 

DPCデータベースはわが国の急性期入院患者の

50％以上を占める大規模な診療報酬データベース

であり，詳細なプロセス情報とコスト情報を含んでい

る。これらを有効活用することによって種々の臨床

疫学研究やヘルスサービスリサーチが可能である。

令和6年(2024年)にはDPCデータベースを用いた臨

床疫学研究およびヘルスサービスリサーチの原著

論文が31編、本分担研究チームから英文誌に掲載

された。DPCデータベースの利活用はエビデンスに

基づく医療に貢献し、日常臨床のプラクティスの改

善に資するものである。 

３．DPC を利用したわが国における関節リウマチ治

療におけるメトトレキサートの有害事象における疫

学調査 

関節リウマチにおいては、メトトレキサート(MTX)が

標準治療であるものの、時に重篤な有害事象を生じ

る。その際は活性型葉酸製剤で加療されるが、未だ

に死亡例が報告されている。その為、本研究では

DPCデータベースを用いて、関節リウマチに対して

MTXを使用し、有害事象のため、活性型葉酸製剤

で加療した症例の全国的な疫学を調査することを目

的とした。DPCデータにおける病名のいずれかに膠

原病疾患の確定病名があり、ロイコボリンを使用した

症例を抽出し、症例の患者情報、治療内容を検討し

た。2014年4月から2020年3月までに2289症例が抽

出された。60日死亡率は14.4%であり、死亡をアウト

カムとしたロジスティクス回帰分析においては、グル

ココルチコイドの使用や抗生剤の使用、人工呼吸器

の使用などが有意に死亡と関連していた。患者の背

景因子としては、年齢に加え、慢性腎臓病の並存や

低BMIが有意に死亡に関連していた。これらの因子

を有する患者においてはＭＴＸの治療に注意を要

する可能性が示唆された。 

４．分割時系列デザインを用いたCOVID-19パンデ

ミック時における大腸癌治療の推移の検討 

本研究は、COVID-19パンデミックおよびそれに

伴う緊急事態宣言が、日本国内における大腸癌手

術件数および診断時の進行度（Stage）に与えた影

響を明らかにすることを目的とした。 

2018年4月～2022年3月のDPCデータを用い、結

腸癌・直腸癌（ICD-10：C18-C20）で入院し、ESDま

たは大腸外科手術を受けた患者260,919例を対象

に分析を行った。期間は、緊急事態宣言の影響を

考慮して3期間（Period 1：2018年4月～2020年4月、

Period 2：2020年5月～2021年4月、Period 3：2021年

5月～12月）に分け、Prais-Winsten回帰を用いた分

割時系列分析で入院件数の変化を評価した。 

ESDおよび結腸癌手術はPeriod 2の開始時に有



意に減少し、ESDでは26%、結腸切除術では6%の減

少がみられた。対してStage 2以上の進行癌手術に

は大きな減少は認められなかった。また、ESDや早

期がん手術は緊急事態宣言直後の減少の後、増

加する傾向があった。 

COVID-19の行政的対応は、待機可能な早期大

腸癌の診療に大きく影響した一方、進行癌手術は

比較的維持された。医療資源の制限下でも進行癌

治療の継続が優先された実態が示された。 

５. DPC を利用したわが国における寄生虫症の疫

学調査 

 わが国においては衛生環境の改善に伴って寄

生虫症の発症は減少傾向にある。しかし、気候変動

による温暖化や在日外国人の増加しており、寄生

虫症に関して、常に鑑別疾患として考慮することが

必要である。その為、本研究では、DPCデータベー

スを用いて、日本における寄生虫症により入院した

患者の全国的な疫学を調査することを目的とした。

DPCデータにおける病名のいずれかに寄生虫疾患

の確定病名がある症例を抽出し、症例の地方や患

者情報、治療内容を記述的に検討した。2014年4月

から2020年3月までに1613症例が抽出された。その

内、住血吸虫症が149症例、吸虫症が132症例、エ

キノコックス症が357症例、条虫症が131症例、糸状

虫症が48症例、糞線虫症が219症例、トキソカラ症

が50症例、裂頭条虫症が354症例であった。各寄生

虫症の入院時の平均年齢や報告された病院の地

域は大きく異なっていた。これらは、寄生虫の分布

や感染経路を反映しているものであると考えられた。 

６. 高齢女性の股関節骨折症例における低栄養と

肺炎発症との関連に関する分析 

高齢者を対象とした栄養改善の重要性について

検証する目的で、2020年度に股関節・大腿近位部

骨折でDPC対象病院に入院した65歳以上の患者を

対象として低栄養と肺炎発症、退院時死亡及びBI

利得との関連について検討した。 

分析に用いた資料は2020年度のDPC研究班デ

ータである。全国の％％施設から収集した％％をデ

ータベース化し、ここから股関節骨折（160800）で入

院した65歳以上の女性患者57525名を抽出し分析

対象とした。このデータを用いて以下の３つの分析

を行った。 

① 併存症・続発症としての肺炎の有無を目的

変数、入院時の低栄養の有無、認知症の有無、リ

ハカテゴリー、年齢階級、喫煙指数を説明変数とし

て多変量ロジスティック回帰分析を行った。 

② 退院時死亡の有無を目的変数、入院時の

低栄養の有無、認知症の有無、併存症・続発症とし

ての肺炎の有無、リハカテゴリー、年齢階級、喫煙

指数を説明変数として多変量ロジスティック回帰分

析を行った。 

③ BI利得（(退院時のBI得点-入院時のBI得

点)/在院日数）を目的変数として、入院時の低栄養

の有無、認知症の有無、併存症・続発症としての肺

炎の有無、入院時のBI得点、リハカテゴリー、年齢

階級を説明変数として多変量ロジスティック回帰分

析を行った。 

他の要因を調整しても、低栄養は肺炎の発症

（OR=1.657, p<0.001）と退院時死亡（OR=2.186, 

p<0.001）の確率を有意に高めた。また、BI利得を有

意 に 低 下 さ せ て い た（非 標準 化係 数 B=-21.2, 

p<0.001）。また、調整に用いた因子に関しては、肺

炎の併存・続発は有意に退院時死亡の確率を高め、

またBI利得を低下させていた。他方、リハビリテーシ

ョンの実施は、有意に肺炎の発生確率と退院時死

亡の確率を低下させ、BI利得を有意に改善させて

いた。 

高齢化に伴い、日本では今後高齢者の骨折症

例が増加することが予想される。本分析は骨折患者

の生命予後及びADLを維持及び改善するためには、

肺炎の併発及び続発を予防することが必要であり、

そのためには入院前からの栄養管理と入院中の十

分なリハビリテーションが重要であることを明らかに

した。 

高齢女性の股関節・大腿近位骨折においては、

栄養改善とリハビリテーションを適切に行うことが、

患者の生命予後及びADLを守るために重要である 

７. 高齢の子宮頚癌における日本の治療動向 

 高齢のがん患者は全身状態や併存疾患のため標

準治療が適用されない場合がある。それを背景とし



て、高齢の早期子宮頚がんの治療選択の傾向と治

療結果を明らかにすることを目的とした。特に、75歳

以上の高齢者のがん治療について検討する重要性

が増している日本において、子宮頚がんIIB期まで

を対象に、治療選択の傾向と転帰についてDPCデ

ータを用いて調査した。 

2014年4月から8年間のDPCデータを基に、初発

例かつIIB期までの子宮頸癌症例（N=13,617）を抽

出した。治療方法は手術治療、化学放射線療法

（CCRT）、放射線療法（RT）の3種類に分類した。 

研究は産業医科大学倫理審査委員会の承認（承認

番号：第R4-046号）を得た。 

年齢が上昇するにつれて、手術を受ける割合が

減少し（p=0.00）、RTの割合が増加する傾向が確認

された。特に80歳以上では、RTが最も選択される治

療法であった。 70歳以上の患者では退院時の治

癒率が低下する傾向が見られた。 

放射線治療単独は、高齢患者において安全で効

果的と考えられているが、加齢は予後不良の因子

であることが示されている。そのため、高齢患者の

治療戦略は、全身状態や臓器機能を考慮する必要

がある。 

８． 早期子宮体癌の３つの術式から考えるがん治

療の集約化 

本研究では、早期子宮体がんにおける３種類の

手術法（ロボット支援下手術、腹腔鏡下手術、開腹

手術）の比較分析を通じて、手術結果および安全

性に関する知見を得ることを目的とした。これにより、

手術技術と安全管理の改善に向けた方向性を明確

化し、がん手術の集約化についても検討した。 

日本国内の診断群分類（DPC）データに基づき、

2018年4月から4年間にわたる早期子宮体がんの手

術症例を分析対象とした。患者を手術法ごとに分類

し、手術時間、合併症の頻度、並びに各医療機関

における手術件数を比較した。また、合併症の頻度

と医療機関ごとの手術件数の関係性を調査し、各

病院の手術時間の変動係数と手術件数の関係を調

査した。 

手術時間は、ロボット支援手術、腹腔鏡手術、開

腹手術の順で長くなる傾向が確認された（p=0.00）。 

開腹手術においては、手術件数が多い医療機関ほ

どイレウスや尿管損傷などの周術期合併症が少な

い結果が得られた（p=0.0038）。ロボット支援手術お

よび腹腔鏡手術に関しては、総手術時間の変動係

数と施設あたりの手術件数の関係性が示され、件数

が少ない施設においては変動係数が高い傾向が

見られた。 

本研究から、医療機関ごとの手術件数を増加さ

せることで、術後合併症リスクを軽減し、手術時間を

短縮する可能性がある。がん手術の集約化は、手

術管理の質向上に寄与する可能性を示唆している。

現状では各医療圏で、手術件数の最も多い病院で

のがん手術を集約化していくのが望ましい。 

９．就労・両立支援指導管理料の算定から考える病

院の課題 

2018年に医療制度に療養・就労両立支援指導料

が導入されて以降、医療職にも両立支援の早急な

周知が望まれているが、病院側に両立支援の概念

共有が普及しているとはまだ言い難い。療養・両立

支援指導料の算定件数や対象疾患などを調査し、

現状や実際の運用について調査することを目的とし

た。さらに、悪性腫瘍におけるがん診療拠点病院の

算定割合を調査し、両立支援における病院側の課

題を考察した。 

本研究は入退院後の患者を対象とし、Diagnosis 

procedure combination（DPC）データと外来EFファイ

ルを連携させ、2018年4月から2022年3月までに療

養・両立支援指導料を算定された916件を対象とし、

後方視的に分析した。 

2019年度から2020年度にかけて療養・両立支援

指導料の算定は急激な増加を認めた。対象者の年

齢中央値は50.1歳であった。福岡県と東京都の２つ

を合わせた算定件数は、全体の46.6％であった。悪

性腫瘍の診断がついた件数は756件で全体の

84.7%であった。全算定件数の82.5％ががん診療連

携拠点病院による算定であった。 

算定件数に地域差を認めた。算定の大部分はが

ん診療拠点病院で行われていたが、その一方で、

がん診療拠点病院の65.5％が指導料を算定してい

なかった。やはり多くの病院側に「治療と仕事の両



立支援」という概念自体の周知が不十分であること

が課題であり、この支援制度の啓発活動を更に強

化していく必要がある。 

１０．透析加療患者の分娩管理の動向 

近年、透析患者の妊娠出産成功例は増加傾向

だが、その妊娠予後は必ずしも良好とはいえない。

腎機能不全や代謝異常が妊娠の転帰に影響すると

言われている。今回、我々は透析患者の妊娠及び

分娩管理の傾向を明らかにするために 、DPC

（Diagnosis Procedure Combination）データを用いて、

その周産期リスクを検証した。 

本研究は2018年4月から4年間のDPC対象病院

における分娩入院を対象とした。DPCデータから分

娩の入院データを抽出し、さらに医療行為として透

析を含む入院データを診療行為コードから同定し、

透析加療を受けた分娩症例を後方視的に考察した。 

透析を合併した分娩入院は対象期間中に71件、

平均年齢は35.2歳、平均入院日数は43.3日、入院

時の平均妊娠週数は28.6週、平均分娩時出血量は

1302.5ml、であった。救急車による搬送入院は22件、

双胎合併は3件であった。そのうち帝王切開分娩は

42件（緊急帝王切開分娩は34件）、単純子宮全摘

術を受けた症例は2件であった。その他、入院合併

症や続発症について検証した。 

透析加療を受ける妊婦は分娩時の出血が多くな

る傾向があり、輸血率が高いという報告がある。本研

究の結果でも出血リスクは高いことがわかった。

DPCデータからは正確な分娩週数は把握できない

が平均分娩週数が早産域であり、多くの症例が早

産での分娩を余儀なくされていることがわかった。こ

の結果も既報の通りであった。透析の患者の妊娠

分娩管理を行う際には、早産での分娩となるリスク、

大量出血のリスクがあることを認識する必要がある。 

１１．超高齢者における大腸内視鏡的粘膜下層剥

離術の安全性に関する研究 

高齢化に伴い、大腸内視鏡的粘膜下層剥離術

（ESD）の高齢患者への適応が増加している。しかし、

特に85歳以上の超高齢患者に対する有害事象のリ

スクについての大規模データに基づく検討は不足

している。本研究は、全国規模の急性期医療機関

のデータベースを用いて、大腸ESD施行患者にお

ける年齢別の有害事象発生率と、85歳以上におけ

るリスク因子を明らかにすることを目的とする。 

日本全国の急性期病院から収集されるDPCデー

タベース（2012年4月〜2023年3月）を用いた後ろ向

きコホート研究を実施した。対象は大腸ESDを受け

た60歳以上の患者とし、単一入院期間中に複数回

ESDを受けた症例と、60歳未満の症例を除外した。

年齢群別に患者を分類（60-64, 65-69, 70-74, 75-

79, 80-84, 85-89, ≥90歳）し、年齢と有害事象との

関連を多変量ロジスティック回帰で検討した。さらに、

85歳以上の症例を対象に、有害事象のリスク因子

解析を行った。 

対象症例は143,925例であった。全体の有害事

象発生率は年齢とともに増加し、60-64歳で5.3%、

85-89歳で7.9%、90歳以上で9.2%であった。85-89歳

では、60-64歳と比較し、有害事象の調整オッズ比

は1.19（95%信頼区間: 1.07-1.33、p<0.01）、90歳以

上では1.45（95%信頼区間: 1.16-1.80、p<0.01）であ

った。有害事象の主因は術後30日以内の出血であ

り、抗凝固薬使用およびBody Mass Index (BMI) ≧ 

30がリスク因子として特に強く関連していた。 

大腸ESDにおいて、有害事象リスクは年齢ととも

に上昇し、特に85歳以上で顕著であった。抗凝固

薬使用および高BMIは重要なリスク因子であり、超

高齢者への施術に際しては慎重なリスク評価が必

要である。 

１２．大腸内視鏡的粘膜下層剥離術後における直

接経口抗凝固薬の適切な再開タイミング関する検

討 

大腸内視鏡的粘膜下層剥離術（ESD）施行患者

において、直接経口抗凝固薬（DOAC）の使用頻度

が増加しているが、術後にDOACを再開する最適な

タイミングについては十分なエビデンスが存在しな

い。日本では術翌日の再開が推奨されている一方、

欧州では2〜3日後の再開が推奨されており、国際

的にも推奨に乖離がみられる。本研究では、大腸

ESD後のDOAC再開タイミングと、術後出血および

血栓塞栓症リスクとの関連を明らかにすることを目

的とする。 



DPCデータベースから、大腸ESD施行例のうち、

DOACを使用し、術後1〜3日以内に再開した患者

を抽出した。ワルファリンやヘパリン使用、複数種類

のDOAC併用、再開日不明、4日目以降再開は除

外した。DOAC再開日を基に、術後翌日再開群（早

期再開群）と術後2〜3日目再開群（晩期再開群）に

分類し、逆確率重み付け（IPTW）を用いて交絡調整

後、一般化推定方程式によりオッズ比を推定した。

主要アウトカムは術後30日以内の出血、副次アウト

カムは血栓塞栓症とした。早期再開群に限定した

DOAC種類別の術後出血リスク比較も行った。 

解析対象は3,550例、早期再開群が2,698例

（76%）、晩期再開群が852例（24%）であった。IPTW

で調整後、術後出血の発生率は両群でほぼ同等で

（調整オッズ比1.05、95%信頼区間: 0.78–1.42、

p=0.73）、有意差は認めなかった。一方、血栓塞栓

症発生率は早期再開群で有意に低下しており（調

整オッズ比0.45、95%信頼区間: 0.25–0.82、p<0.01）、

早期再開の有益性が示された。DOAC種類別解析

では、ダビガトラン使用者に比べ、エドキサバン、リ

バーロキサバン、アピキサバン使用者はいずれも術

後出血リスクが低い傾向を示したが、統計学的有意

差には達しなかった。 

大腸ESD後にDOACを術翌日に再開することは、

術後出血リスクを有意に増加させることなく、血栓塞

栓症リスクを有意に低下させる可能性が示された。

また、使用するDOACの種類により術後出血リスク

に違いがある可能性も示唆された。今後は、本研究

結果を踏まえた個別化されたDOAC管理戦略の検

討が求められる。 

１３．成人RSウイルス入院患者の重症度と転帰：イン

フルエンザとの比較研究 

RSウイルス（RSV）は小児だけでなく成人にも重大

な影響を与えるが、成人RSV入院患者の重症度や

転帰に関する知見は限られている。本研究は、成

人RSV感染に伴う短期的および長期的な健康上の

脅威を明らかにすることを目的とした。 

2010年4月から2022年3月までにRSVまたはインフ

ルエンザ感染により入院した18歳以上の成人患者

56,980人を対象とした後方視的観察研究である。逆

確率重み付け法（inverse probability weighting; IPW）

による調整後、ポアソン回帰で重症化、死亡及び再

入院のリスク比を推定した。 

RSV群はインフルエンザ群と比較して入院中の人

工呼吸器管理を要するリスクが高かった（9.7% vs 

7.0%; RR 1.35）。院内死亡率は両群で同等であった

（7.5% vs 6.6%; RR 1.05）。生存退院後の1年以内の

再入院リスク（34.0% vs 28.9%; RR 1.19）および入院

後1年以内の全死因死亡リスク（12.9% vs 10.3%; RR 

1.17）はRSV群で高かった。年齢層別解析では、60

歳以上のRSV群はインフルエンザ群と比較して院内

死亡、再入院、1年以内全死因死亡のリスクが高か

った。 

成人のRSV感染は、入院中だけでなく長期的な

転帰においてもインフルエンザ感染と同等またはそ

れ以上の健康上の脅威を示した。この結果は、成

人に対するRSVの脅威、医療システムへの影響、そ

してRSVに対する公衆衛生対策の継続的な開発の

必要性を強調するものである。 

１４．頚椎骨折脱臼入院患者の手術介入時期と損傷

高位による退院時アウトカム 

頚椎骨折脱臼 (CFD) の予後に関し、手術時期

（早期vs待機）と損傷高位（上位vs中下位）の影響は

未だ不明瞭である。本研究はDPCデータベースか

ら30日死亡率や合併症に与える影響を明らかにす

ることを目的とした。 

2010-2021年のDPCデータから成人CFD患者を

抽出。手術時期（72時間以内/以降）と損傷高位（上

位/中下位）で群分けし、傾向スコアマッチングで背

景因子を調整した。主要評価項目は30日死亡率、

院内死亡、主要合併症とした。 

傾向スコアマッチング後、早期手術群は待機的

手術群より30日死亡率が有意に高かった (3.0% vs 

0.4%, P=0.006)。損傷高位と死亡率に関連はなかっ

たが、上位頚椎群は中下位頚椎群より呼吸器合併

症が有意に多かった (37.2% vs 24.8%, P=0.0256)。 

CFDに対する早期手術は30日死亡率増加と関連

し、上位頚椎損傷は呼吸器合併症リスク増加と関連

した。CFDの最適な治療戦略については、さらなる

臨床研究が必要である。 



１５．オザグレルとファスジルの併用療法が動脈瘤性

くも膜下出血患者の予後に与える影響：DPCデータ

ベースを用いた横断研究 

オザグレル及びファスジルの単剤投与及び併用

投与における両薬剤の有効性に関する見解につい

て、一定の結論は得られていない。そこで本研究で

は、オザグレルとファスジルの併用投与時の予後へ

の影響を検討するために、Diagnosis Procedure 

Combination（DPC）データを利用して研究を実施し

た。 

試験デザインは横断研究とし、データソースは

DPCのデータベースを用いた。対象は、2016年4月

1日から2020年3月31日までにくも膜下出血で入院

し、オザグレル又はファスジルが投与された患者と

した（17,590例）。オザグレル単剤投与群（O群: 465

例）、ファスジル単剤投与群（F群: 10,484例）及びフ

ァスジルとオザグレルの併用投与群（FO群: 6,641

例）を比較検討した。主要評価項目は死亡率、副次

的評価項目は退院時のmodified Rankin Scale（mRS）

スコア≤2の割合とした。統計処理は多変量で調整し

たロジスティック回帰分析を行い、有意水準は5%とし

た。 

年齢、性別等の患者背景に3群間で大きな相違

は認められなかった。死亡率はF群が6.0%，O群が  

12.9%、FO群が5.7%であり、F群に対する調整後の

オ ッ ズ 比 は 、 O 群 が 2.66 （ 95%CI ：  1.96-3.59 、       

p<0.001 ） 、 FO 群 が 0.98 （ 95%CI ：  0.86-1.12 、

p=0.774）であった。一方、退院時mRSスコア≤2の割

合は、F群が52.4%、O群が49.5%、FO群が51.9%であ

り、F群に対する調整後のオッズ比は、O群が0.79

（ 95%CI ：  0.63-0.98 、 p=0.033 ） 、 FO 群 が 0.92

（95%CI： 0.86-0.99、p=0.025）であった。 

ファスジルとオザグレルは作用メカニズムが異な

ることかることから、併用投与による相乗効果が期待

されたが、ファスジル単剤投与とファスジル及びオ

ザグレルの併用投与について、予後に対する効果

に有意な差は認められず、既報と同様の結果となっ

た。 

１６． コイル塞栓術施行後の入院患者におけるアス

ピリン単剤療法とアスピリンとP2Y12阻害剤の併用療

法の安全性の比較：DPCデータベースを用いた横

断研究 

くも膜下出血発症後のコイル塞栓術後の抗血小

板薬の使用方法に関しては明確になっていない部

分が多く、一定の結論は得られていない。そこで本

研究では、抗血小板薬単剤療法と2剤併用療法に

おける出血性イベントに対する安全性及び予後に

対する影響を検討するために、Diagnosis Procedure 

Combination (DPC) データを利用して研究を実施

した。 

試験デザインは横断研究とし、データソースは

DPCのデータベースを用いた。対象は、2016年4月

1日から2020年3月３１日までにくも膜下出血で入院

し、アスピリン単剤療法またはアスピリンとP2Y12阻

害剤の併用療法を受けた患者（4,421例）とした。ア

スピリン単剤療法群（A群、2,848例）とアスピリンと

P2Y12阻害薬の併用療法群（AP群、1573例）を比較

検討した。主要評価項目は出血イベントの発現率と

し、副次評価項目は退院時のmodified Rankin Scale

（mRS）スコア≤2である患者の割合とした。統計処理

は多変量で調整したロジスティック回帰分析を行い、

有意水準は5%とした。 

A群に対するAP群のオッズ比は、出血イベントに

ついては0.97（95%信頼区間［95% CI］： 0.75–1.26， 

p=0.839）、退院時のmRSスコア≤2の患者割合につ

いては、1.09（95% CI:0.92–1.29、p=0.302）であった。 

アスピリン単剤療法とアスピリンとP2Y12阻害剤の

併用療法の間で、出血イベントの発現率または良

好な臨床転帰（退院時のmRSスコア≤2の割合）につ

いて有意な差は認められず、既報と同様の結果とな

った。 

１７．65歳以上の入院を要する肺炎症例における抗

菌薬投与短縮による予後への影響 

市中肺炎の治療に必要な抗菌薬投与期間は、

高齢進む先進国では入院患者数が多いためか、予

想以上に長くなることが多い。本研究では、日本の

高齢者の肺炎および誤嚥性肺炎に対する短期治

療の効果を、国内の入院患者データベースを用い

て評価した。 

2018年4月1日から2018年10月31日までに肺炎ま



たは誤嚥性肺炎で入院した≥65歳の入院患者を対

象とした。逆確率重み付け法Cox回帰を用いて、3

～7日間抗生物質の静脈内投与で治療した患者と、

8～28日間同様のレジメンで治療した対照患者を比

較した。主要アウトカムは、抗菌薬治療終了後30日

以内の肺炎による再発・再入院および死亡の複合

アウトカムとした。副次アウトカムは、Clostridioides 

difficile感染症（CDI）、胸腔ドレナージ実施、入院期

間とした。 

対象は119,564例で、除外基準に抵触しない適

格患者総数は72,294例であった。主要アウトカムの

ハザード比は1.04（95％信頼区間：0.99-1.10）であ

った。短期治療により平均在院日数は-9.65日

（95％CI：-10.05～-9.25）と短縮した。CDIおよび胸

腔ドレナージの有病率は、短期治療と長期治療で

有意差はなかった。 

入院を要する高齢者の肺炎患者に対する抗菌薬

治療短縮は、入院日数や抗菌薬投与日数を減らし、

AMR対策に寄与する可能性が示された。 

③他データベースとの連結を含むDPCデータベー

スの適切な運用・活用に資する研究 

１．DPCデータの利活用促進のための検討 

DPC制度の適正運用とDPC データ活用促進の

ためのセミナーを病院関係者向けに計２回のセミナ

ー実施し、述べ300人程度の受講者があった。研究

班の研究成果の報告に関する講義とパソコン用い

た実習形式の演習を行った。演習では、Excel®、

Tableau®などのBIツールを用いたDPCデータの分

析演習、DPC公開データ等を用いた地域医療の評

価手法の演習、病院情報の公表の分析演習等を実

施し、具体的な分析手法を教授した。 

 昨年度までの研究に引き続き、DPCデータ分析の

普及、啓発のために、詳細な薬効分類等を含むレ

セプト電算コードマスター、手術コードマスター等の

分析用マスターを整備し、配布した。これらの事業

は、DPC制度の理解、DPCデータの精度向上、

DPCデータの利活用推進による医療の質向上の試

みの活性化、各医療機関の地域での役割の認識と

機能分化の促進等につながる重要な情報インフラ

整備事業と考えられた。 

２．自宅と介護施設の療養場所の違いからみた 

医療・介護を必要とする高齢者の特徴 

～在宅医療・施設介護の新規導入時と緊急入院時

の分析～ 

医療・介護を必要とする高齢者における在宅医

療または施設介護の新規導入時と緊急入院時にお

ける特徴を自宅と介護施設の療養場所の違いから

明らかにした。 

 自宅群・施設群の群間比較ならびに多変量ロ

ジスティック回帰分析の結果、自宅群は男性、がん

の割合、チャールソン併存疾患指数が高く、施設群

は女性、高い年代、高い要介護度、認知症の割合

が高いことが明らかとなり、双方の特徴は質的に異

なると考えられた。また、これらの特徴は在宅医療・

施設介護の新規導入時と緊急入院時で共通してい

た。 

３．認知症を併存する高齢入院患者の望ましくない

臨床プロセス・アウトカム 

入院時併存症に認知症を含む症例の規模の実

態を疾患ごとに把握し、その代表的な疾患における

望ましくない臨床プロセス・アウトカムを認知症の有

無別に明らかにした。 

 認知症を多く含む疾患として誤嚥性肺炎、褥瘡

潰瘍、股関節・大腿近位の骨折等があげられた。自

宅より入院した誤嚥性肺炎症例を対象とした傾向ス

コアマッチングによる解析結果より、認知症ありの症

例は指示が通じない割合、危険行動ありの割合、転

院や介護施設への退院割合、在院日数、医療費が

有意に高（長）い結果が得られ、臨床プロセス・アウ

トカムに望ましくない影響を与えることが明らかとな

った。 

４．正常分娩の保険診療化に向けて考える日本の

課題 

日本において「お産」は正常分娩として、保険診

療の対象外、つまり自費診療として扱われている。

現状の正常分娩では、各医療機関が独自に費用

（個室料金、無痛分娩費用など）を設定している。

2023年12月に閣議決定した「こども未来戦略」で、

日本政府は2026年をめどに正常分娩の保険適用を

目指す方針を明記した。本研究によって、海外の包



括医療による正常分娩を参考として、日本の分娩の

保険診療化について考察する。 

イギリスはHRG、フランスはGHM、ドイツはDRGに

よる包括医療が存在するため、その医療制度によっ

て設定された分娩費用を比較研究に使用した。そ

れぞれの正常分娩と選択的帝王切開分娩にかかる

医療費を１€（ユーロ）=160円、１£（£）=190円で換算

した。さらに在院日数の平均・中央値についても比

較した。日本の場合は正常分娩にかかる入院費用

は各病院が設定しており、詳細を把握することがで

きない。ただし選択的帝王切開についてはDPCデ

ータで医療費、在院日数の平均・中央値を調査した。 

欧州3カ国ともに正常分娩は40万円前後、帝王

切開/正常分娩の費用比率は1.5前後であった。日

本は諸外国よりも入院日数が長い傾向があった。 

正常分娩の医療報酬の設定は、現時点で都市と

地方で格差があるため議論が難しい。それ以上に

入院日数の調整が優先されるべき課題かもしれな

い。 

D．考察 

当該研究は令和6-7年度2年度研究であり、研究

結果の一部は令和8年度およびそれ以降の診療報

酬改定におけるDPC制度の改定に反映されると考

えられる。本研究の成果を活用して、データ分析に

基づく診断群分類の統合または精緻化、コード体系

の整備のあり方が検討された。 

また、DPC病院の診療内容の透明化、医療の質

の確保、DPC情報の精度向上等を目的とする病院

情報の公表については、今後、医療の質評価項目

等の追加を検討することとなっていて、本研究の成

果等の活用が期待される。また、ICD-11への対応

への検討では、標準病名マスターの再整備を行うこ

とがICD-10からICD-11への移行のために必須であ

ることを示すとともに、日本語病名とICD-11の多対

多関係に対応できるコーディングツールの必要性を

示した。医療機能の評価においては、人的資源の

視点からの地域医療評価を適切に含めることにより、

医療機能の文化と集約化等に寄与できる可能性を

示した。CCPマトリックスについては、評価の精緻化

のみならず、病名優位のDPCの構造を保ちながら、

診療行為評価の精緻化を進める潜在的な可能性を

持つことを示し、より合理的な診療報酬評価につな

げうることを示した。 

さらに、臨床疫学研究の多くの成果は医療の質の

向上や医学研究の発展に寄与することが大きい。わ

が国の臨床研究の更なる発展は医療技術の発展に

つながることを期待する。 

他データベースとの連結解析体制において生じ

る安全性も含めた技術的課題について、希少的な

傷病名と診療行為のコードを適切にマスクする必要

性を示した。また、DPCデータのサンプリングデータ

セットの作成等について元データから人工的にデー

タを生成する方法や、複数の症例をミックスしてサン

プリングデータを作成する方法の実現可能性を示し

た。 

E．結論 

 本研究は、DPC診断群分類の今後の維持・整備

手法を明らかとし、令和8年度以降の改定手法の基

盤を提供するとともに、DPC包括評価の妥当性の確

保につながる分析と考えられた。本研究の成果は、

DPC制度の基盤となるコーディングデータの正確性

の確保、DPC分類の精緻化の継続的な推進手法の

確立、機能評価係数などのDPC包括評価の基本的

な考え方を示すものといえる。DPCデータと介護情

報、病床機能報告等の他データベースとのリンケー

ジ解析、DPCデータの利活用の促進と第三者提供

に関しては、個人情報保護等の観点からのセキュア

なデータのあり方の基本的な考え方を示した。また、

DPCデータを用いた医療の質評価手法を開発する

とともに臨床疫学研究の手法も示し、我が国の医療

の質の向上、臨床疫学の発展に寄与することが期

待された。 

F．健康器県情報 

特になし 

G．研究発表 

別添 
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 特になし 

2. 実用新案登録 
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